
項番 質問内容 回答

1

実施要領　P４　１２委託契約について（５）

ただし、受注者による会合や飲食費、委託業務とは直接関係

ない経費や、備品購入など財産取得となる経費は対象外とす

る。

既存のディプレイや冷蔵庫などが使用できない場合で、委託

者が運用上これらの機器を設置したい場合は、本委託契約の

中では経費とは認められないということか？

10万円未満であれば消耗品計上で差し支えないのか？

もしくは、レンタル経費であれば良いということか？

経費で備品を購入する場合、所有者の取扱いなど、確認すべ

き事項がございますので、機器購入につきましては10万円未

満のものも含め、発注者との協議の上で決定する必要がござ

います。そのため、本委託契約には含めないようにお願い致

します。

レンタルであれば経費で計上いただいて問題ございません。

2

各協働プロジェクトを担当する「ギルドマスター(仮)」は、

協働プロジェクトごとの性質に応じて1名の選定が要件になり

ますでしょうか。それとも1つの協働プロジェクトに対して、

専門家を必ず複数名選定する必要がありますでしょうか。

協働プロジェクトに割り当てるギルドマスター（仮）につい

て、人数要件の設定はありません。協働プロジェクトの内容

やメンバーに応じて、適宜調整をする想定です。

3

企業から課題の解決の依頼がe-ZUKA TECH GUILEDにあった

際、報酬を受け取って良いでしょうか。

また、その解決に携わった学生などに報酬を分配して良いで

しょうか。

その際の金額の妥当性（相場）には、県としての基準はあり

ますでしょうか。

上記可能な場合、企業への領収書発行元や学生などからの領

収書宛名はどちらになるでしょうか。

原則、企業からの報酬が生じた場合は、全額学生に支払うこ

とを想定しております。受託者にて必要な管理費等が発生す

る場合は、発注者との協議の上で決定致します。

金額の妥当性につきましては、県の基準はございません。報

酬が発生する場合は、プロジェクトの成果に対する報酬とし

て適切な設定を、企業に依頼することとなります。

領収書の発行につきましては、あて名は支払った企業を想定

しています。発行元については、企業とも協議の上で決定致

します。

4

環境構築のためにパソコン、プロジェクタ、音響機器、机・

椅子の購入・設置は経費積算項目に計上可能でしょうか？そ

れとも備品購入に該当するため経費計上は不可となりますで

しょうか。

項番１をご確認ください。


